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1は じ め に
日本の電機企業 の多 くが戦前 に外 国の技術 と資 本を導入 して経営発展 を果た
した こ とは,す で に多 くの研 究 によ って指摘 されている%本 稿 が対象 とする
東京 電 気株 式 会社(以 下,東 京 電 気)は1905年以 降GeneralElectricCom-
pany(以下.,GE)から資本 と技術 を受け 入れ,日 本の電球市場 や真空管市場
において支配的地位 を占める よ うになった。GEか らの特許 と技術 の導 入は東
京電 気の技術力 を高 め,導 入された技術 は国内市場 における競争 で重 要な役割
を果た した といえる。
しか し東京 電気 の経 営発展 を分析 した先行研究 では,GEか らの技術導 入が
果た した役割 を強調す る反面,東 京電気 自身による技術 開発 についてはあ まり
分析 されていない。東京電気 の技術 開発 を分析 した研究 は,管 見 する限 り長谷
ll;氏の研 究が あるのみであ る㌔ 氏 は東京電気 における技術 導 入の段 階 から技
術 開発 の段 階へ の移行 について社 史編纂 史料 を用 いて考察 され,第 一次大戦期
における国産化 の進展,研 究組織 の拡充 とい う過程 を経 て1920年代 に独 自技術
1)藤 原貞雄 「わが国電機産業 に対する直接投資 第 ・次大戦前の場合...」『経 済論叢』 第110
巻第1・2号,1972年7月、 同 「わが国電機 産業 に対す る直接投資1920年 代初 頭の場 合 」
「経済論叢』第111巻第3号,19733月 。一寸木俊 昭 「日本の企業経営 歴史的考察 ∫
法政大学出版局,1992年な ど,
2)長 谷川信 「技術尊人か ら開発へ」 〔由井常彦 ・大東英祐編 『大企業 時代 の到 剰H本 経営 史3,
岩波書 店,1995年)136142ぺ・一ジ。同 「外資 系企業 の経営 発展 と組織能力 東京 電気の事例
分析 」 『青lrl経営論集」 第30巻第3号.1995年11月。
第一次大戦以.前における東京電気の技術開発と特許管理(351)53
の開発がな されるよ うになった と指摘 されている。1920年代 に研究.所の拡充 を
はじめ とす る技 術開.発組織 の整.備が なされ活.発な技術 開発活動 が行 われていた
のは事実 であるが,は た してそ れまで は技 術 開.発が行 われてお らず,1920年代
に技術導 入か ら技術 開発へ と単線的 に発展 したのか どうかについては明 らかに
されていない。 これは第一.一次大戦以前 における技術 開発 の実態 が明.確にな され
ていないため であ る。 したが って本稿 の第一 の課題 は,第 一次大戦以前 におけ
る技術 開発 の実態 とその特徴 を明 らかにす る ことである。
第二 の課題 は,東 京電気 にお ける特許管理 の発生 を明 らかにす る ことである。
企業 が技術開発 の成果 を利用 して経営 を行 う場合,た いてい特許制度 による法
的保護 を求 める。開発 され た技術 は特許 出願 され権利化が はか られるのである
が,こ れ と同時 に企 業 は特許 を出願 し保有,管 理す る機能 を持 たなければな ら
ない。 このよ うな特許管理機 能 は1920年代以降 の企業経営 に重要 な役割 を果 た
した㌔ したが って本稿 で は,第 一次大 戦以前 における技術開発 の展 開 と関連
させ て,東 京電気 にお いて特許管理が いつ,ど のよ うに発生 したのか を明 らか
にする。
本稿 の特色 は,東 京電気 の技術 開発 を明 らかにす るにあた り,GEと 東京電
気が 日本 にお いて出願 ・取得 した特許 と特許明細書 に記載 された技術内容 を資
料 として用い るところにあ る。筆者 は特許局発 行 の 『特許公報」 および 『特 許
発 明明細書』 を使 用 した1〕。 また特 許管理 につ いては,元 東京.芝浦電 気株 式 会
社常務取締役関晴雄 氏,.元同社特 許部長小 津厚 二郎氏,元 同社特許部(知 的財
産部).技監高橋甫氏 か ら情報 を得 た㌔
以.F,第H節 で はGEと の提携 以前 にお ける技 術 開発 を明 らか にす る。 第








それ をふ まえて第IV節では技術 開発 の特徴 を技術導入 との関係か ら明 らかにす
る とともに,特 許管理の発 生 を述べる。
II特許協定以前における特許取得状況
東京電気は1890年に藤岡.市助,三 吉止一が設立 した.合資会社 白熱舎 に起源 を
もつ。当時 日本国内で照明用 に使用 されていた電球はすべて外国製の ものであ
り,国 内には電球 を製造 する事 業所 は まった くなか った。藤岡 は何 とか して 白
熱電球 を国内 で製 造 したい と考 え事 業 をは じめた%白 熱 舎 は日清戦争 後の好
景気 とその下における 日本 各地 の電灯 会社 の新 設,発 電所 の新 設 を背景 に1896
年に株式 会社化 され,東 京 白熱 電燈球 製造株式 会社 とな った。 さらに東京白熱
電燈球製造株式 会社 は1899年1刀に東京 電気株式 会社 と改称 した。東京電気の
営業 目的は 「白熱電燈球 及諸般 ノ電気事業 二関スル機械 器具 ノ製造 販売並電気
工事 ノ設計受負 ヲナス ヲ以 テ目的 トス」ηとされ.,白熱電球 製造 を中心 と しつ
つ も,事 業 を多角化 しよ うとした。 しか し電気工事 の設計 請負事業 はユ902年に
廃 止 されたので,白 熱舎設立 か ら1904年までの事業 の中心 は もっぱ ら白熱電球
の国内生産 と販売 にあった といえる。
東京電気 の初期 の技術課題 は,な によ りも輸 入 された外 国製 の電球 との競 争
に対応 で きる国産電球 を生産す るこ とであった。創 立者 である藤 岡や1899年に
入社 した新荘吉生 が中心 とな り,電 球生産技術 の実験,改 良を行 った。同年 に
は社 内に実験室が設置.され,電 球 と電球製造技術 の研究 が行 われる組織体制 も
一応 整え られ た㌦ 藤 岡 と新荘 は実験 室で 普通電球 の改良 を進 めた だけではな
く,特 殊電球 の開発 も行 った。 開発 の成果 は,1899年から1900年にかけての反
射鏡付 電球,藤 岡式電球,.着色 電球 の発 売 にあ らわれている㌔ ここか ら,東







では白熱舎.設立 から1904年までの東京電気 の特許 出願状況 は どのよ うであ っ
たか剛。 この期 間において,白 熱 舎,東 京 白熱電燈球製造,東 京電気の名義 に
よる特許 は出願 されていないが,東 京電気関係者 による個 人名義 での特許 出願
は2件 あ った,最 初 に出願 された特許 は,藤 岡市 助 を特 許権者 と した特 許 第
2366号「電燈(白 熱)」であ る。 これは前 述の藤岡式電球 として製品化 され.た
特許 である。 この特許 は白熱舎時代.の1894年8月6日に出願 され同年10月19日
にユ5年間の特許権 が付与 され たもので,「二條 ノ炭線 ト適切 ナル複 流装置 トヲ
具ヘ タル白熱 電燈 」の発明 を権利化 した ものであ った11)。これ は白熱電球 の発
明 とい うよ りもむ しろソケ ッ トに燭光 の切換機能 を持 たせ た照 明器具 の発 明で
ある。藤 岡による特許 のほかには,藤 岡 と新荘が共 同で特許権者 となって1902
年11月1日 に出願.された特許第6381号「漏洩電気警告装 置」 がある。 この発 明
は真 空放電技術 を用 いたもので,断 線等 によって高圧電線 が接地 した ときに真
空管内で放電 が発 生 し,放 電 によって回路 の電気抵抗 が減少 しベルが鳴る装 置
である1㌔ このよ うに東京電 気関.係者 は電球 や真 空放 電技 術 に関す る発 明を特
許出願 してお り,東 京 電気がGEと の協 定以前 か ら技術 開発 を進 めて いた こ
と,ま た初期 の技術 開発 が一定 の成果 を伴 った ものであった ことが確認 される。
GEと の特許協 定以前 における技術 開発 を評価す る と,第 一 に,特 許出願件
数が2件 のみであったこ とは,こ の時期 の東京電 気の技術 開.発力それ自体 が.低
か った ことをあ らわ している。 第二 に,特 許が藤 岡,新 荘 とい う個 人名によ っ
て出願,登 録 されている点 から,こ の時期 には まだ会社 として特 許管理 を行 っ
てい なか った ことがわかる。個 人的に特 許出.願がな され取 得 された特 許権が個
人 に帰属 しているこ とから,実 験室 が設置 されていた とはいえ,技 術 開発は未
1ω 本稿 では,出 願後 に特許要件 を・認 められ登録 されたものだけを有効 な特 許出願 とみな し,特 許





だ個 人的 な過程で あった とい うこ とがで きる。
電球 の国産化 をはか り,外 国製の輸入電球 と.市場 において競争す る とい う課
題 か らす れば,2件 の特許 は少 な く,技 術力 も外国企業 と比較すれ ば決定的 に
弱か った。東京電気 は外国 との技術 ギ ャ ップを急速 に埋め電球の国産 を果 たす
ため,1905年にGEと 特許協 定 を締結 し技術 導 入を開始 した。
III電球技術の導入 と技術的課題
1GE特 許の使用許諾
東京電気 は1905年1月8日にGEと 資本参加 と技 術提携の仮契約 を調印 し,
同年1月20日 に臨時株主総会 を開催 し仮契約 を承 認 したL5'。ユ905年の特 許協 定
では 「米 国ゼネラル.会社ハ契約 ニヨ リテ其秘密製造方法及 ビ特許使用権 ヲ当社
二譲」Mる こ とが規定 された。東京電気 はGEか ら日本特許 の独 占的使用権 を
獲得 し,そ れに関連 した技術情報 を得 たので ある。 ラ イセ ンスされ.た特許 の件
数 は技術導 入の規模 を示す指標 となるか ら,ま ず技術導入 の規模 を特許件数 か
ら明 らかに しようQ
GEが 日本特許 の使用許諾 を与 える場合,な によ りもGE自 身が 日本 にお い
て特 許 を出願,取 得 しなけれ ばな らな い。第1表 は19]8年まで にGEが 出願
した特 許 を出願年 度 と技 術分野 に よって分 類 した ものであ る。 ユ905年協 定 に
よって 東京電 気 に使用 許諾 される こ ととな ったGE特 許 は白熱電球 に関す る
もの だけで あった1『:。GEの白熱電球特許 は第 ユ表の電燈 ・電燈 製造 に含 まれ,
1904年までに累計 でユ4件の特許 が出願 されていた。 しか し,こ の14件のすべ て
が白熱電球 に関す る特許で はない。 白熱電球 に直接関係す る特許 は,化 学排気
法 の発明であ る第4244号「高度真空 ヲ生 ス ル方法」,カー ボ ン ・フィラ.メン ト








東京芝浦電気株式 会社 『東京 芝浦電 気八十五年史』 東京 芝浦電 気株式 会社,1963年,16ページ。
長香川,前 掲論文 「技術 導入から開発へ1,127ページ.
第 ・次大戦以前 にお ける東京電気 の技術 開.発と特許管理










新規出願 累計 新規出願 累計 新細 願 累計 新継 嶺 累計 罰規踵 累計 新規出廟 累計 新規礪 累計
1898 5 5 4 4 9 9
1899 2 2 /D 15 2 2 2 5 1眉 25
1900 1 3 6 2L 2 4 1 7 10 3ヨ
1901 2 5 2 23 4 3 】o 7 42
1902 2 7 3 2日 4 δ 1呂 】3 55
1903 4 11 1 訂 4 18 5 60
1904 3 】4 1 認 2 6 16 6 66
1905 呂 肥 認 3 3 6 且 19 ,2 78
1906 3 25 圏 3 6 19 3 呂1
lgoア 1 26 1 29 3 .6 19 2 33
19〔唱 26 3 詑 3 6 1 3〔[ 4 駐7
1905 5 31 1 お 1 4 o 2D 7 訓
1910 6 ヨ7 2 蕊 4 6 1 21 9 103
1911 1 認 3 38 4 6 1 22 5 ユ08
1912 1 39 8 弱 } 5 且 7 2 24 13121
1913 7 46 2 " 4 9 7 24 13潤
1914 7 53 5 53 3 1巳 2 9 2 2 1 25 20 154
1915 53 5 58 1 13 9 4 己 9 31 19 1ア3
191石 9 62 3 61 3 16 9 窩 9 5 呂9 23 1蛎
1917 6 68 9 70 5 21 9 2 li 5 44 272お
19弼 3 η 6 75 ア 28 9 3 14 4 4呂 23246
.
合 計 71 76 38 9 14 48 246
注D=GEが 他社か ら譲渡 を受けた特許 は譲渡登録 日を基準 として表に組 み人れた。
2):分類 は特許明細書 に記 されている技術 内容 よ目的 に従 った。
出所;特 許明紐書 よ り作成。
GEM電 球 に関す る第8978号「繊條 製造方法.ノ改 良」,第11707号「白熱電燈用
繊條」,第11822号「白熱電燈繊條 用炭素」の6件 であ った。 したが って,東 京
電気 による技術導入 はこの6件 の特 許使 用許諾か ら始 まった と考 えられ る。
19⑪5年協定 は,1907年と1913年の追加契約 によって部分修正 され た。1907年
の第一追 加契約 で は,特 許使 用 許諾 の範囲 が 白熱 電球 以外 に拡 大 されだ6,。
16)同上論文,127-128ページ。
58(356)第170巻 第4号
GEは 東京電気 が拡張 すべ き事業 と して,電 球製造,ガ ラス球製造,発 電機,
誘導電動機,直 流電動機,変 圧器,変 電盤,配 電盤用計 器類,ラ ンプソケ ット,
積算電力計,ヒ ューズ,栓 受,ス イ ッチ,磁 気類,ラ インマ テ リアル,絶 縁体
の製造 をあげ,こ れ らの製造 に必 要なGEの 日本特 許の使用 許諾 を与 えた。
さらにユ9ユ2年には第二 追加 契約が締結 された17,、第二追加契約 で は,芝 浦製作
所 との特許 協定 との関係 でGEが 東京電気 に与 える特 許使用 許諾 の範 囲が 限
定 され,こ の追加契約 に よって東京 電気 は重電機器 の特 許使用 権 をCEに 返
却 した。
1907年の第一追加協定 とユ912年の第二追加 協定 によ って,東 京電気 は白熱 電
燈だ けで はな く,そ の他 の製品について もGE特 許 の使用許諾 が与え られ た。
具体的 に東京 電気 と芝 浦製作所 に どのよ うな割合 で特 許が割 り振 られたか につ
いては明 らかで はないが,第1表 はその概観 を.与えている。電燈 ・電燈製造関
係 では,GEは ユ918年まで に.合計 で71件の特許 を出願 ・取得 している。追加協
定 によワて使用許諾が与 えられ ることになった計器類で は9件 の特許 を出願 ・
取得 してお り,重 電機器関係で は76件を出願 ・取得 している。 これらのすべ て
が東京電気 に割 り当てられたわけではないが,1905年から.lsis年までに東京電
気 に使用許諾 された特許 は第1衣 から約100件にのぼ った と考 えられる。
2電 球技術の導入
協 定で は特 許 ライセ ンスのほか に,東 京 電気 がGEか ら電球製造 に用 いる
特殊機械 器具 を供給 される こと,こ れら特殊機械器具 の据 え付 けや作業 指導,
電球製造 ノウハ ウの提供 のために技 師の派遣 を得 る ことが規 定 され た1㌔ また
17>同E論 文,128ペ ー ジ 。
/8)安 井,前 掲 書,95ペ ー ジ 。 林 義 勝 「電 気 産 業 に お け る ア メ リ カ の 技 術 導 入 一 田湘 転 換 期 も う
一 つ の 日 米 関 係.」 「駿 台 史.71第61巻 ,1994年3月,65ペ ー ジ 。Uchida,Ho5himL,`'We512r【・
BigAu.inesaandtheAdoptionofNewTed,【1D且ogyinJapan=TheElectricalEquipmentand




東京電気社 員のGEへ の派遣 が規定 され,こ の規 定 に対応 す る形で東京電 気
内部 において も1907年に社員海外派遣規定 が制度化 され,社 員 派遣 を通 した技
術導入が行 えるよ うになつだ%東 京電気 の技術 者 は,.協定 による複数 の技術
導入手段 によ って自社 の抱 える技術 課題 に取 り組 んだ。以 ドでは電球技術 にお
いて技術者が取 り組 んだ課題 を明 らかに しよ う。
日本 に対 す る外 国技術 の導 入 は,日 本 が工業所有 権保 護同盟 条約(パ リ条
約)に 加盟 したユ899年以降活.発にな った。 エジ ソン電球 の基本特許 は アメリカ
においてすでにユ894年に消滅 していたので,カ ーボ ン電球 の基本特 許が存 在 し
ない状態 で 日本 の特許制度 が外 国に向か って開放 された。 当時,世.界的な電球
開発 の焦点 は炭素 に代替す る フィラメ ン トの開発 に当て られてお り,特 許制度
の開放以 降,日 本 に対 して外国 人発 明による多 くの新 フ ィラメン トが特 許出願
された2〔,}。東京電 気 は技術 開発 の激 しい流 れの中で,新 しい電球技術 を研究,
吸収 しなければな らなか った。
1904年ごろか ら欧米諸 国で タングステ ンによる新 フィラメン トの発 明が行 わ
れ,そ のほ とん どが 日本 にも特 許出願 された。'日本 に特許 出願 された タングス
テ ン電球 の うち,最 も効.率的 な白熱 電球 を製造 で きたの は,19101にクー リ ッ
ジによって発 明 された引線 タングステ ン電球 であ った。1904年か ら実用化 され
た押 出 タングステ ン電球 は,タ ングステ ンをペース ト状 にし,ダ イヤモ ン ド ・
ダイスの孔 を通 して押 出 して ワイヤー状 と し,焼 結 した ものであ ったが,非 常
に脆 く軽 い衝撃 で も簡.単に フィラメン トが切 断 されて しまうとい う欠点 を持 っ
て いた。 この弱点 を克服す るた めにGE研 究所 の クー リ ッジは研 究 を重 ね,
温度 管理 と機械 的操作 によ って タングステ ンに柔.軟性 を持 たせ る ことに成功 し,









派遣 年 月 氏 名 研 究 目 的 派 遣 先
1907年5月 中村繁太郎 タングステン電球製造技術の研究 米 国
19087月 新 荘 古 生 タングステン電球製造技術の研究 欧 米
1912年6刀 高 野 穂 積 タングステン電球製造技術の研究 米 国
八 捲 升 沈 :タングステン電球製造技術の研究 米 国
石川久羅四郎 .タンダ.スチン電球製造技術の研究 米 国
1914年4月 伊 藤 二 三 窒素電球製造技術の研究 米 国
四 方 來.=.{尾 ソケット.及び口金製造技術の研究 米 国
藤 岡 圭 助 メ ー ター 製 作 研 究 米 国
1915年2月 新 荘 古 生 電球製造技術の研究 米 国
























































注:技 術研究の ための派遣 に限 った。
出所1安 井正太郎編 『東京電気株式会社 五十年史』東 京芝浦電気株式 会社,19弱年,267-265ペー.
ジより作成。
球の基本特許の一つ とされ,非 常 に強力 なもので あった。
東京電 気 はGEか ら電球 特許 の使用 許諾 を与 え られ てお り,ク ー リ ッジ特
許 をはじめとす る一連の タングステン電球特許 を,日 本で唯一独 占的に使用 す
る権利 を与 え られた。 タングステ ン電球の技術導入 は,GEか らの技術情報 や
材料 の提供 の他 に,東 京電気 の技術 者がGEの 工場 や研究所 を訪 問 し直接技
術 を得 る とい う方法が とられた。第2表 は19旧年 までの技術者 の海外派遣 を一
第.次大戦以前における東京電気の技術開発と特許管理(359)61
覧 にした もので ある。押 出 タ ングステ ン電球 出現後 のユ907年には中村繁太郎が,
翌1908年には新荘 が アメ リカとヨー ロ ッパ を回 り,タ ングステ ン電球 の研 究 を
行 っている。 またクー9ジ による引線 タングステ ン発 明後の1912年には高野
穂積,八 捲升次,石 川久羅 四郎 が タングス テン電球 製造技術 の研 究の ため に渡
米 している。電球 の国産化 をすすめよ うとする とき,最 初 に電球 それ 自体,新
しいタ ングステ ンフィラメン トの技術 的な性 質や製造 方法 の基礎 を理解す る必
要があ る。新 しい電球 である タングステ ン電球 の技術 を学 ぶ ことが,東 京電気
の技術者 に とって一 つの課題 であ った。
3生 産システムの導入
最新 の タングステ ン電球技術 を尊 人 し吸収す る 方 で,1905'fの提携以来 つ.
ね に東京電気 の技術課題で あったの は,電 球生産 シ ステムの改善 と電球製造機
械 の導入 であった。第一次大戦以前 における東京電気 の製品別売上高 を見 る と,
電球以外 に も配線器具 の売上が ある もの の電球 は金額 で8割 か ら9割 を占めて
お り,ま た 日本電球市場 における東京電気の シェアは1913年ごろで6割 か ら7
割 であ っだ%電 球 の効率 的な大量 生産 こそが東京電気 の経 営か らみて も最 も
重 要な課題で あった。
東京電気 には契約 によって最新の電球製造機械一式が供給 される とともに,
提供 され た機械設備 を据 え付 け操作の指導 を行 うため に技師W・T・ マ クチ ェ
スニーが派遣 された。電球製造機械の供与 は,協 定 まで ほ とんどすべて の作業
を手作業で行 っていた東京電気の工場 を生産性の高い もの に変 え,東 京電気製
の電球 に競争力 を与 え/`2310GEから提供 された電球 製造機械 は(3Eが 日本 に
出願 した特許の中 に見出 される。 とい うのは,機 械設備 を輸出する際 にはその
機械設備 を輸出先国に特許出願 し,法 的 にも機械 の使 用 を管理する必要があ っ
たか らで ある。第3表 は電球 製造機械 をカバ ー して いるGEの 日本特 許の一
22)安 井,前 掲 書,137ペ ー ジ。 東 京 芝 浦 電 気 株 式 会 社,前 掲 書,936-939ペー ジ.
23)Uchida,0,da,DP.155-157、
62(36① 第170巻 第4号
第3表GEの 日本 特 許 〔電球 製 造 機 械)1918年12月31目出 願 まで
特許 番 号 出 願 日 名 称
87哩4 19⑪5.03.09 白熱燈の茎製作機械の改良
10485 1905.03.13繊條所理器械














1917.09.25硝 子 切 離 器
1917.11.07繊 條 成 形 機
1918.03.37白 熱燈 の 燈座 に糊 を適 用 す る 機械
1918.12.17電 球 切 断 機械
注:特 許 権 者 は す べ て 「ゼ ネ ラル ・エ レ ク トリ.ノク ・コ ムパ 二 一 」 で あ る 。
出 所:特 許 明 細 書 よ り作 成 コ
覧で ある。提 携直後の1905年に は相次 いで茎 製造機械,フ ィラメン ト処 理 に関
す る機械装置,接 合機械,底 付 け機械 な どが特 許出願 されている。引線 タング
.スチ ンの開発後 には,1913年と1914年に最新 式の フィラメン ト製造機械が特許
出願 され,そ の後 も電球 バ ルブ製造機械 が特 許出願 されている ことが わか る。
なお,引 線 タングステ ンの製造 機械 自体 は,ク ー リ ッジの基本特許 の一つで あ
り方法特許で ある特許第20894号で権利 が与 え られていた。
第3表 にある特許が カバー してい る電球製造機械 は東京電気へ と供給 された
ものであるが,東 京電気 にとっては提供 された機械 の操作 や保守,ま た効率 的
な運転 のために機械技術 それ自体 を習得す る必要 があった。東京電気 は技術者
をGEへ と派遣 し実 地で技術情報 を吸 収 した。前 出の 第2表 をみ る と,1915
年以降 に多数 の技 術者 が電球製 造技術 を習 得す るため にGEへ と派遣 されて
いる ことがわかる。第3表 と第2表 を関連 させ て見 る と1905年,1913年と1914
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年,1916年以降 にGEの 特 許出願 が多いので,こ の時期 を中心 にGEが 機械
設 備 を提供 した と考 えられる。1905年の機械導入 の際 には据 え付 け と運転 のた
め にマ クチェスニーが派遣 されているが,1913年と1914年.1916年以 降の機械
導 入においては1915年か ら1917年にか けての東京電気技師 の派遣 によって運転
技術等 が移転 された ことが読 み取 れる。 また,バ ルブ製造機械 について もGE
は1916年と1917年に特 許出願 してお り,こ れと対 応す る形で1916年には丸 山種
一郎 と岡木起 がGEに 派遣 され,電 球製造技術 が東京 電気側 へ もた らされ た
ことが わか るであろ う。
IV技 術開発 と特許管理
1技 術開発と特許管理の発生
前節で見たように,東京電気の技術者 は最新の電球技術 電球製造技術 を習
得 し,それを効率的な電球生産に結びつけるという技術課題 に取 り組んでいた。
しかし技術導入は技術開発活動の存在を排除するものではない。東京電気 は
GEから電球技術や電球製造機械設備 を受け入れ外国技術を習得 したにとどま
らず,よ り効率的で日本の市場環境に適.合的な技術の開発 を行 った。技術開発
の存在はまた,特許管理活動の存在 と相互前提関係にあった。以下,技 術開発
活動 と特許管理の発生について見ていこう。
電球技術に関しても電球製造機械に関 しても技術導入 と並行 して技術開発活
動がすすめられたと考えられるが,最 初にその成果が現れたのは電球製造技術
に関してであった。第4表 は1918年までの東京電気出願特許 を電球製造機械関







第4表 東 京 電 気 の特 許 出願 〔191812月31日出願 まで)
特 許 番 号 出 願H登 録 日 発 明 者 名 称
電球製造機
10810 1906.06.11906.07.18 n.a. 硝子製物品製作用鐵型
33284 1917.12.211918.10.09山 崎 升 彦 硝子一続製造機械
35535 1918.05.221919.12.19岡 津 勝 太 郎 線輪形成機
39622 1918.08.251921.08.20中 井 保 電子式真空旧邸桶
電球製造機以外
.一
23206 1912,10.091 12,12.16新 荘 吉 生 改 良 「ソケ ッ ト」
43931 19/4,06.16922.11.21ア ン トン ・レ ッデ レル 瓦斯電燈
61641 1914,06.18924.11.07宇 野 清...郎 瓦斯電燈
45528 1914.08.241923.06.〔}5ア ン トン ・レ ァデ レル 瓦斯充填白光電燈
63874 1914ユ2.21 1925.05.15 n.a、 白熱電球
3圭368 1917.05.16917.08.02大 久 保 増 蔵 電流制限器
35462 1917.09.261919.12.02遠 藤 新 實 白熱電燈承口
33557 1918.01.311918.12.18小 松 茂 八 白熱電燈
34570 1918.03.1919.06.25黒 澤 四 郎 電気絶縁物
36602 1918.07.201920,06.15瀧澤斌,塚 本純 高温度計用熱電対





東京電気 の経 営 に 「確 乎不動の基礎 」 を与 えたが4】,それ は単 に優秀 なGE技
術 を移植 したか らだけではな く,東 京電気 の技術 者 自身が効 率的 な電球 の生産
システムを日本 において確 立する とい う技術 的課 題 に主体 的 に取 り組み技術開
発 を行 ったか らで もあ るとい える。電球,電 球製造機械 にか んす る技術 研究 は,
結果 として電球製造機械 にお ける4件 の特 許の出願 に結 実 したので あ り,GE
との特許協定以後 も技術開発 に対す る積極的 な姿勢が あったこ とが確認 される
であろ う。
技術 開発 に対す る東京電気 の取 り組 みは,特 許管理活動 の発生 に も現 れてい
24}安井,前掲書,124ページ。
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る。特 許第10810.号の発明者 は不 明で あるが,名 義 は東京電気株 式会社 と して
出願 された。特許協定以前 の1902年には特許権 は個 人に帰属 していたが,は や
くも1906年には特許権 を会社 に帰属 させ る,い わゆる発 明の法 人化 の現象 が生.
じたのである凋。組織 上 に特 許部 門が.設置 されるの は第一次.大戦後 であるが,
社 内 において特許 に対す る意識 が 高 ま り,特 許 を専門 に扱 う部署 がで きつつ
あ った ことを窺わせ る挑 発 明の法人化 は,経 営管 理 と しての特許管理 の発生
を意味 しているが,同 時 に東京電気が技術 開発 を組織 的に推進 する姿勢 を早 く
か らもっていた ことを表 している。
2第 一次大戦と技術開発の拡大
技術 開発活動 とそ こか ら生 み出 される成果 としての特 許 を管理 する機能 はす
で に1906年か ら確認 される ことであるが,技 術 開発 自体 は.研究組織 の拡充 や市
場 環境 の変化 によ って拡 大 される。東京電気 における技術 開発活動 の展 開にρ
いてみてお こう。
当初GEは 東京電気 の 自主的 な研究 開発活動 に対 して消極 的な姿勢 をとっ
ていた。 これ はGEが 関連企.業を含 むグループ全体 の研 究開発機 能 をGEに
集 中 させ ようと考 えてい たか らであ る といわれている㍑1。しか しGEは 次 第 に
東京電気の技術 開発 を許容す る姿勢 を持 ちは じめた。東京電気 にお ける 自主的
な.研究開発活動 を認 めるよ うにな ったのは,19ユ2年12月の第二追加契 約 におい
てで ある2㌔ 第二追 加契 約 は技術 供与 に関 して,東 京電気 は従 業員 の発明 を
GEに 告知 し,そ の特許 はアメ リカ国内 においてはGEの 権利 となる ことを規
定 した。 これは事 実上東京 電気 にお ける技 術開発活 動 を認 める もので あ り,
GEが 東京電気 の技術 開発活動 を追認 した ものであ る といえる。 東京 電気 は,
25)芝浦製作所 で もGEと の特許協 定.後の1912年に発 明の法人化 の現 象が現 れている ことは興 味
深 し㌔ 拙著,前 掲 論 文,8ペ ー ジ。
2印 小 津 氏 か らの ヒア リ ン グp




第「追加契約以前の同年2月 に,後 にマ ツダ研究所 となる実験 室 を技術 課 に設
置 し,経 営組織的 にも技術 開発活動 を位置付 ける決定 を行 っだ ㌔
技術課研究室の設置 は,一 つ には従来の電球 と電球製造技術の進展 を図る と
い う目的があ った。実験室が設置 されて いた技術課 は,電 球の技術的側面 を管
理 している部 署で あったが,1:場,技 術課,実 験室 はおお よそ次の よ うな関係
にあ った,、.」:場は電球生 産高の増加 に専念 し,技 術課 はGEか らの技術 情報
を研究 して工場 に伝達す る。 そ して実験室 は技術課 か ら依嘱 された技術事項 や
GEか ら提供 され たサ ンプルを研究 する。 これ ら三者が連携 して技術導 入 と電
球生産技術 の向..ヒが図 られる組織 であ っだ り。
しか し実験 室 は研究 課か ら依 嘱 される研究事項 のみ を研究 していたわけでは
ない。 この ときの東京電気 の技術課題 は,電 球材料 の 自給 と国産化 であ った。
東京電気 は当時電球 製造 に用 いる原料 をほ とん どアメリカか らの輸 入 に頼 って
いた。技 師長であ った新荘 は 「一朝有事 の際 に韓 人が杜絶 したならば会社が困
難 する のみでは な く,我 が国 防街上 に も影響 す る ところ は少 な く.在る まい。
……材料 その他すべ てを国産化 しなければならぬ・・…・」 と考 え,電 球材料 の国
産化 のために独立 した研究機能 を会社組.織に もたせ たのである5U。
実験 室における材料国産 に向けた研究 は第一次 大戦 の開戦 とそれによる ヨー
ロ ッパ諸 国か らの各種製 品の輸 入途絶 によ り拡大す る ことになった。 第一次大
戦 は1914年8月に勃 発 したが,早 くも東京電気 は同年10月に実験 室 を技術課 か
ら独立 させ,「電球 その他.一般 製造技術 に関する学理的研究」 を行 う部署 とし
た。ユ915年以降実験 室は光度寿 命室,化 学実験 室,物 理 実験 室の三部 に組織 さ
れ組織 も拡大 した蜀。 また実験室 は従来 の電球 ・電球 製造技術 にかんする研 究
以外 にも研究対象 を大 き く広 げ,研 究領域 はタングステ ン繊條,ガ ス入 り電球,






だ ㌔ この ように第 一次 大戦の勃 発 を契機 として技術 開発 は活発 になった。
3特 許から見る技術開発の特徴
1912年の実験 室設置 と第一次大戦 を契機 とした研 究領域 の拡大 は,東 京電気
の技術開発 を新 たな段 階へ と導いた。 まず特許取得数 をみ る と,東 京電気名義
で取得 された特許 は1911年まで にはわず か1件 しかなかった ものが,1912年か
らユ914年の期 間で は4件,1915年以81918年まで の期 間で は10件へ と拡大 して
いる。 この点 から,実 験 室 の設置 は技 術開.発活動 を活発化 させ た ことが確認 で
きるであろ う。以下で は東 京電気 が出願 した特許 の内容 か ら,ユ918年までの技
術 開発 の特徴 を明 らか にす る。
東京電気が開発 した電球製造技術 関連の特許 につ いてはすで に明 らかに した
ので,そ れ以 外の特許 出願 につい て見る。第4表 によ ると,製 造機以外 で は
19ユ2年10月に新荘 による特 許第23206号が最初 に出願 され ている。 その後:1914
年 に ガス電燈 と白熱電球 に関す る4件 の特許 が出願 されている。 これ ら4件 は
東京電気 の名義で 出願 ・登録 さ才.しているが東京電気 の発明 ではない と考 えられ
る3㌔ したがって,1912年の新荘 による ソケ ッ トの発明 以降 しばら く期 間が あ
くが,1917年,ユ918年頃か らしだいに実験室 での研究成果が現 れて きた といえ
る。東京電.気が出願 した特 許 は,GEか らの技術導 入 との関係 で次 の2つ に分
類 する ことが;,1.能である。 この分類 は,東 京電気が取 り組 んだ技術 的課題 をそ
33)同 上 書,511523ペー.ジ.
34)ア ン トン ・レ フデ レ ル によ る2件 の 特 許 に つ い て 、 レ ッデ レル は か一 ス ト リア 人で,オ ー ス ト
リア ・ウ 」・ル スバ.ノ八 社 の 技 術 者 で あ った 。 この 会 社 は1906年に英 ウ ェ スチ ング.ハウ ス社 に買 収
され,レ ッデ レル 自身 は オー.一ス ト リア ・ウ エ スチ ン グ ハ ウ ス仕 の社 長 と な っ た。 レ ・ンデ レル の2
件 の特 許 は ウJ.スチ ン グ ハ ウ ス に買収 され な か っ た ドイ ツの 関 連 会 社 で あ る ア ウエ ル社 を通 して
そ の 出願 権 が東 京 電 気 へ と譲 渡 され.たもの で あ る と考 え られ る 。 渡 邊 二 郎 『タ ン グ ス テ ン特 許 電
球 問 題』 〔非 売 品,京 都 大 学 付 属 図書 館 所 蔵)1912't=,第9節第1項,6一 アペ ー ジ。 宇 野 清 一 郎 の
特 許 に つ い て,宇 野 は 東 京 電 気 に 所 属Lた 技 術 者で な い可 能性 が あ る 。 発 明 者不 明 の 第63874号
は ラ ン グ ミュ アの ガ ス人 電 球 特 許 の使 用 を前 提 と して お り,そ れ と密 接 な技 術 的 関 連 を有 して い
る、 ラ ング.ミュ ア の ガ ス 入電 球 特 許 で ある 第29954号と第29955号は19134:8月と1914年6月 に.L
願 され て お り出 願 日が 近 い点 を考 え る と,ラ ン グ ミコ.アか 彼 の 共 同研 究 者 が 発 明 した もの で あ る
と考 え ら れ る6
68〔366)第170巻 塘4号
れそれ反映 している。
第.・は,電 球 や電球製造技術 と同 じようにGE技 術 を吸収 する過程 で生 ま
れた特許であ り,(:N;の日本特許の中 に関連す る特許 がある もので ある。小松
茂八 による 「白熱電燈」 は 「特 許第29954..号の権利 を使 用す る.水銀窒 素電燈 に
関す る」発 明である35:卜。 これは うング ミュアの ガス入電球 の技術 を研 究 し吸収
する過程 で生 まれて きた もの と考 え られ,ガ ス入電球 を独 自に改 良 した もので
ある,,遠藤 新 實 の ソケ ッ トの.発明 は,GEが1913年7月21日 に出願 した 第
34875号「電燈承 口」 と類 似 してお り,い ず れ も開閉把 手 を迅速,着 実 に連続
回転 させ る機能 をもたせ た ソケ ッ トの発 明で ある。 この発 明 もGE技 術 を研
究 しさらに日本市場 に適合 的な製 品 を作 る上 で生 み出 された もの と考 え られる。
瀧澤斌 と塚 本純に よる熱電対 は,構 造 的には ガス人電球 と同 じであ り,小 松 の
発明 と同 じ くガス入り電球 の研 究か ら生 まれた応用発 明である と考 えられる。
第...二は,GEの 日本特 許に対応 する ものが ない特許 である。 これ らの特 許 は
さらに,国 産化の過程で生み出 され た特 許 と,日 本の特殊事情 に対 応す るため
に発 明 されたもの とに分類す ることがで きる。
国産化 に対 する取 り組 みの中で生 み出 され たものは,黒 澤四郎 による絶縁体
の発 明 と石川 久羅 四郎 による回転式硝子櫨の発明で ある。 と くに石川σ)発明 は
「自働的操作 によ り高熱 に於て完全 に熔融硝..∫.を撹拝 して硝子製造 中特 に至難
とせ られたる高級 レンズ硝子製造 に於 て均一 なる成分 を有す る良品 を製造せ ん
とする」 ことを目的に開発 され.たもので あ が6,,ドイ ツか らの輸.人が途絶 した
光学 ガラスの製造装置 の発明で あった。
日本の電気事業 の状況 に適合的 な独 自な製品開発 を示す特許 は,新 荘 による
ソケ ットの発 明 と電流制限装置 に関す る.発明 である、,新荘 のソケ ットは 「ス ク
リュー部 の外面 凹部 に鉄其他 の繊條 を捲 き込 み以 て其 内面 凸部 を十分 に保護 す
る装置 を有す る ソケ ット」 で,「異種 の螺旋 を有 する電燈球 口金の取附 を不 能
35)特 許 第33557号明 細 書 。
36)特 許 第349脳号明 細 書c
第 ・次大戦以前における東京電気の技術開発と特許管理、 〔367〕69
なら しむ」 ものであった37:。電気.事業.者と需 要者 との間 に起 こる紛争,た とえ
ば5.燭燈契約の ところ10燭燈 の電球 を差 し込む とい う.事態 を回避 する要求が こ
こに反映 されている。 これは 日本 に特殊 的な事 情で,GEの 特許 には これ に対
応 できるもの はなか った。大久保増 蔵,宗 正路 がそれぞれ独 自に発明 した電流
制 限装 置についても,GEが 日本 に出願 した特許 の中に関連 する ものが ない。
電流制限装置の 目的 は 「其製造費低廉 にして電燈等 の如 き電力消費比較的小 な
る ものに対 し電流盗用 を防止する に適当 なる電流制限装置」 を製造す ることで
あ り珊,電 球の点灯 に用 いるよ うな小 口の電流盗用 を防止 する とい う市場 の要
求によって開発 され た,東 京電気独 自の発明で ある。
4特 許 管 理 の 展 開
最 後 に,大 戦 中 に お け る 特 許 管 理 の 展 開 を 特 許 保 有 の 拡 大 と出 願 業 務 の 側 面
か ら み て お こ う。
第 一 は 特 許 保 有 の 拡 大 で あ る 。 特 許 保 有 は 主 に 東 京 電 気 技 師 に よ る 技 術 開.発
の 結 果 か ら も た ら さ れ る 。 上 述 の 通 り,第 一 次 大 戦 勃 発 後 か ら技 術 開 発 は 活 発
化 し,内 部 の 発 明 と 考 え ら れ る も の は12件 に の ぼ っ た 。 加 え て 東 京 電 気 は 外 部
の 特 許 を 買 収 し管 理 す る よ う に な っ た 。1915年1月 に は 川 勝 ツ ネ か ら ガ ラ ス製
造 に 関 す る 発 明 で あ る 特 許 第23276号を取 得 し3';,.1916年9月に は ド.イッ.人ハ
イ ン リ ッ ヒ ・ ウ ェ ー ベ ル が 発 明 し た タ ン グ ス テ ン ・ フ ィ ラ メ ン ト の 特 許2件
を期,1917年9月 に は柳 井 禎 蔵 に よ る 電 球 特 許,福 原 信 三 に よ る 電 球 部 品 に 関
す る 特 許2件 を 買 収 し 自 ら の 管 理 下 に置 い た41)。特 許 管 理 の 役 割 は 自 社 発 明 特
37)特許第232〔用号発明書。
38)特許第3揺68号明細書。
39)特許第23276号「復熱式瓦斯燃焼玻璃坩堝窯1。社 史年表では1914年⊥2月23日に 「川勝 ッネ氏所
有 に係る石肖子 工場建 家窯箕 の他設備.・切 及び石肖..f・窯特 高午権 の一部 を買収 しこ津Lを恵比寿]二場 とな
す1と ある.安 井,前 掲書,285ペー ジ.譲 渡 登録 は1915年1月11日に なされて いる。特許 局
『特許公報』 第130号,1915年2月26口。
40)特許第18726号お よび第26236号.松井善次郎 なる人物か ら購 入。 「特許公報」第212号.1916年
10月27[],.
41)柳井の もの は特許第253405験金杉英五郎 なる人物 から購入。福原 のものは特許第26609号お/
70〔368)第170巻 第4号
許の管理ばか りではな く,他 社発明 の特許 を買収,管 理 するこ とによって東京
電気の競 争力 を強.化す るこ とにあった。
第二に出願 業務 の方法 の展開 をみておこう。 出願業務 は,明 細書 が特 許の法
的効 力 を左右 する点 において特許管理上重要 な業務 である。特許 が どのよ うに
出願処理 されたのかを見 るにはその特許 の代理人 を見 ればよい。 とい うのは,
社 内で出願処理 された場合 は社内特許部 門の長が,外 部 の特許 事務所 で出願処
理 された場合 にはその弁理士事務所 の代表者が代理人 として記 されるからであ
る1呂〕。1906年に出願 された第一号時 計で ある第10810号の代理 人は不 明で ある
が,二 番 目に出願 され た新荘の ソケ ッ ト特許 の代理人 は岸清一...・である。岸 は独
立 した事務所 を構 える弁理士 であ り,.GEを含む英 米系外 国人の 日本特許出願
に携 わっていた。 この ほかに代 理 人が判 明 して いるのは19ユ7年出願 の第31368
号 と第33284号であ り,い ず れも代理 人は小松茂八 であ った。小松 は第4表 に
もあるよ うに東京電気 の技師で あった。東京電気 においては当初特許出願 と管
理 をGEと 同 じ外部 の弁理.上す なわ ち岸 清一一に依 頼 していたが,19]7年ごろ
には東京電気 内部 で特許出願業務 を行 うようになった といえる。 また当時東京
電気 において特言↑出願 を担 ったのは,技 師で ある小松が代理 人となっている点
からする と,独 立 した特許部門 ではな く,研 究所内部 にお かれ ていた担 当者 で






に対する消極的な姿勢の前 にあっても技術者たちは欧米の技術 を理解,吸 収す
＼ よ ぴ第27822号。 『特 許 公 報」 第25S号,19】7年12月7日。
42)小 津氏,高 橋 氏 か らの ヒア リ ン グ曽
第一次大戦以前における東京電気の技術開.発と特許管理 〔369)7亘
るために技術活動 を継 続 して いた。その果実 は早 くも1906年の第一号特許 の出
癖 に現 許した。1912年に設置 され た実験 室 とそこでの技術 開発 は,第 一次大戦 を
契機 として強力 に意識 されだ した国産]標 の下で拡大 され,技 術研 究 の成果 も
特 許出願 の増加 とい う形 で あらわれ た。東京 電気 では単 に(:r;技術 を吸 収す
るだけで はな く,第 一次大戦以前 か らすで に独 自の技 術開発が行 われ ていたこ
と,国 産化 の技術 的課題 はすで に第 一次大戦期 からその成果 をあ らわ していた
ことが明 らか となった。
また技術開発 の進展 とともに特許管理が展開 した。1906'1=に第.一号特許が東
京電気名義で出願 されている ことは,東 京電気 にお ける特許管理意識が相 当.早
く発生 したこ とを表 して お り,特 許管理の発生 を示す もの といえる、,技術 開発
が拡大 しその成果が しだ いに現 れて くる1917年には東京電気内部で特許出願業
務 が行 われるよ うにな り,特 許管理が実践的 に強化 された といえる。東京電気
内部 たおける技術 開発 と特 許管理 の経験 の蓄積 は,戦 問期 にお けるGEか ら
のよ り多 くの技術移転,東 京電気内部 での技術 開発 とその リンケージを準備す
る ことになった。
